
様式1

政策ごとの決算との対応について（総括表）　

(所管）総務省 （単位：千円）

備考

1,187,535 - - - - 1,187,535 1,043,584 - 143,950 - - - - - - - - - -

適正な行政管理の実施 170,146 - - - - 170,146 147,571 - 22,574 - - - - - - - - - -

行政評価等による行政制度・運
営の改善

1,017,389 - - - - 1,017,389 896,013 - 121,375 - - - - - - - - - -

16,029,608,201 1,383,834 - - - 16,030,992,035 16,028,452,067 468,642 2,071,326 52,588,552,292 251,143,019 - - - - 52,839,695,311 51,869,787,777 568,228,081 401,679,452

分権型社会にふさわしい地方行
政体制整備等

443,510 - - - - 443,510 302,472 - 141,037 - - - - - - - - - -

地域振興（地域力創造） 3,300,417 1,383,834 - - - 4,684,251 2,300,949 468,642 1,914,660 - - - - - - - - - -

地方財源の確保と地方財政の健
全化

16,025,830,260 - - - - 16,025,830,260 16,025,819,958 - 10,301 49,928,849,692 251,143,019 - - - - 50,179,992,711 49,218,915,031 568,228,081 392,849,598

分権型社会を担う地方税制度の
構築

34,014 - - - - 34,014 28,688 - 5,325 2,659,702,600 - - - - - 2,659,702,600 2,650,872,746 - 8,829,853

185,121 - - - - 185,121 143,469 - 41,651 - - - - - - - - - -

選挙制度等の適切な運用 185,121 - - - - 185,121 143,469 - 41,651 - - - - - - - - - -

電子政府・電子自治体 57,632,577 25,420,025 - - - 83,052,602 59,665,701 17,716,205 5,670,696 - - - - - - - - - -

電子政府・電子自治体の推進 57,632,577 25,420,025 - - - 83,052,602 59,665,701 17,716,205 5,670,696 - - - - - - - - - -

111,562,675 13,911,002 - - - 125,473,677 98,537,322 19,172,035 7,764,319 89,295 231,106 - - - - 320,401 222,189 18,161 80,050

<7,271,170> の内数 <2,845,974> の内数 <-> の内数 <-> の内数 <-> の内数 <10,117,144> の内数 <6,953,339> の内数 <2,464,846> の内数 <698,958> の内数

情報通信技術の研究開発・標準
化の推進

36,978,565 - - - - 36,978,565 35,841,507 817,713 319,344 - - - - - - - - - -
一般会計
文部科学省所管から移替
               　  33,213千円

情報通信技術高度利活用の推
進

10,142,157 2,578,356 - - - 12,720,513 8,165,191 4,025,237 530,083 75,859 194,241 - - - - 270,100 192,045 7,918 70,136

一般会計
内閣府所管から移替
                　  7,034千円
東日本大震災復興特別会計
復興庁所管から移替
　　　　 　　 　 75,859千円

放送分野における利用環境の整
備

36,197 - - - - 36,197 34,522 - 1,675 - - - - - - - - - -

<7,271,170> の内数 <2,845,974> の内数 <-> の内数 <-> の内数 <-> の内数 <10,117,144> の内数 <6,953,339> の内数 <2,464,846> の内数 <698,958> の内数

情報通信技術利用環境の整備 - - - - - - - - - 13,436 36,865 - - - - 50,301 30,144 10,243 9,914

<7,271,170> の内数 <2,845,974> の内数 <-> の内数 <-> の内数 <-> の内数 <10,117,144> の内数 <6,953,339> の内数 <2,464,846> の内数 <698,958> の内数

電波利用料財源による電波監視
等の実施

61,372,631 10,834,829 - - - 72,207,460 52,390,970 13,146,809 6,669,679 - - - - - - - - - -
一般会計
内閣府所管から移替
　　 　　  　　1,950,000千円

ＩＣＴ分野における国際戦略の推
進

3,033,125 497,817 - - - 3,530,942 2,105,130 1,182,275 243,536 - - - - - - - - - -

郵政行政 426,676 - - - - 426,676 421,070 - 5,605 - - - - - - - - - -

郵政行政の推進 426,676 - - - - 426,676 421,070 - 5,605 - - - - - - - - - -

290,555,446 4,664,757 - - - 295,220,203 279,694,199 5,530,872 9,995,131 1,560,397 920,286 - - - - 2,480,683 1,532,192 734,143 214,347

一般戦災死没者追悼等の事業
の推進

562,190 - - - - 562,190 510,561 - 51,628 - - - - - - - - - -

恩給行政の推進 238,077,554 - - - - 238,077,554 229,848,641 - 8,228,912 - - - - - - - - - -

公的統計の体系的な整備・提供 36,509,847 1,535,659 - - - 38,045,506 36,294,002 872,464 879,039 - - - - - - - - - -

消防防災体制の充実強化 15,405,855 3,129,098 - - - 18,534,953 13,040,993 4,658,408 835,551 1,560,397 920,286 - - - - 2,480,683 1,532,192 734,143 214,347

一般会計
内閣府所管から移替
　　　　　　　　　39,441千円
東日本大震災復興特別会計
復興庁所管から移替
       　　　   1,560,397千円

58,332 - - - - 58,332 23,760 - 34,571 - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - - - - - - - - -

公害紛争の処理 <58,332> の内数 <-> の内数 <-> の内数 <-> の内数 <-> の内数 <58,332> の内数 <23,760> の内数 <-> の内数 <34,571> の内数

- - - - - - - - - - - - - - - - - - -

土地利用の調整 <58,332> の内数 <-> の内数 <-> の内数 <-> の内数 <-> の内数 <58,332> の内数 <23,760> の内数 <-> の内数 <34,571> の内数

16,498,487,733 48,225,594 - - - 16,546,713,327 16,474,934,515 45,352,600 26,426,210 52,590,201,984 252,294,411 - - - - 52,842,496,395 51,871,542,159 568,980,385 401,973,850

（注） １．政策評価体系上の個別施策に関連付けられる計数のみを計上している。
２．下段<　>外書きは、複数政策にまたがる計数（例：施設整備費等）及び複数の施策にまたがると整理できる計数であり、総額の「内数」で掲記し、合計欄において本書きに含めている。
３．交付税及び譲与税配付金特別会計及び東日本大震災復興特別会計については、総務省所管分のみ掲記している。

行政改革・行政運営

地方行財政

選挙制度等

情報通信（ＩＣＴ政策）

国民生活と安心・安全

公害等調整委員会の任務の遂行

歳出予算額 差引額翌年度繰越額 差引額 歳出予算額 予備費使用額 予算総則の規定による経費増額前年度繰越額 予備費使用額 流用等増△減額 予算決定後移替増△減額 歳出予算現額 支出済歳出額

東日本大震災復興特別会計
復興庁所管から移替
　　　　　 　　  　13,436千円

合　　　　　　　計

流用等増△減額 予算決定後移替増△減額 歳出予算現額 支出済歳出額 翌年度繰越額
政策評価体系

一般会計
前年度繰越額

特別会計



様式2

政策ごとの決算との対応について（個別表）　【一般会計】

(所管）総務省 （単位：千円）

１ 行政改革・行政運営 1,187,535 - - - - 1,187,535 1,043,584 - 143,950

総務本省 行政管理実施費 行政管理の実施に必要な経費 126,848 - - - - 126,848 108,644 - 18,203
管区行政評価局 行政評価等実施費 行政管理の実施に必要な経費 43,298 - - - - 43,298 38,926 - 4,371
総務本省 行政評価等実施費 行政評価等の実施に必要な経費 215,506 - - - - 215,506 148,852 - 66,653
管区行政評価局 行政評価等実施費 行政評価等の実施に必要な経費 801,883 - - - - 801,883 747,161 - 54,721

２ 地方行財政 16,029,608,201 1,383,834 - - - 16,030,992,035 16,028,452,067 468,642 2,071,326

(1)分権型社会にふさわしい地方
行政体制整備等

総務本省 地方行政制度整備費 地方行政制度の整備に必要な経
費

443,510 - - - - 443,510 302,472 - 141,037

地域振興費 地域振興に必要な経費 3,300,417 1,383,834 - - - 4,684,251 2,300,949 468,642 1,914,660
地方財政制度整備費 地方財政制度の整備に必要な経

費
49,260 - - - - 49,260 38,958 - 10,301

地方交付税交付金 地方交付税交付金財源の交付税
及び譲与税配付金特別会計へ繰
入れに必要な経費

15,871,381,000 - - - - 15,871,381,000 15,871,381,000 - -

地方特例交付金 地方特例交付金財源の交付税及
び譲与税配付金特別会計へ繰入
れに必要な経費

154,400,000 - - - - 154,400,000 154,400,000 - -

(4)分権型社会を担う地方税制度
の構築

総務本省 地方税制度整備費 地方税制度の整備に必要な経費 34,014 - - - - 34,014 28,688 - 5,325

３ 選挙制度等 185,121 - - - - 185,121 143,469 - 41,651

(1)選挙制度等の適切な運用 総務本省 選挙制度等整備費 選挙制度等の整備に必要な経費 185,121 - - - - 185,121 143,469 - 41,651

４ 電子政府・電子自治体 57,632,577 25,420,025 - - - 83,052,602 59,665,701 17,716,205 5,670,696

(1)電子政府・電子自治体の推進 総務本省 電子政府・電子自治体
推進費

電子政府・電子自治体の推進に必
要な経費

57,632,577 25,420,025 - - - 83,052,602 59,665,701 17,716,205 5,670,696

５ 情報通信（ＩＣＴ政策） 111,562,675 13,911,002 - - - 125,473,677 98,537,322 19,172,035 7,764,319
<7,271,170> の内数 <2,845,974> の内数 <-> の内数 <-> の内数 <-> の内数 <10,117,144> の内数 <6,953,339> の内数 <2,464,846> の内数 <698,958> の内数

情報通信技術の研究開発の推進
に必要な経費

6,427,081 - - - - 6,427,081 5,443,646 817,713 165,721

情報通信技術分野の技術戦略に
必要な経費

2,383,074 - - - - 2,383,074 2,233,900 - 149,173

南極地域観測事業費 南極地域観測事業に必要な経費 31,741 - - - - 31,741 29,423 - 2,317 文部科学省所管から移替
                     31,741千円

国立研究開発法人情報
通信研究機構運営費

国立研究開発法人情報通信研究
機構運営費交付金に必要な経費

28,027,197 - - - - 28,027,197 28,027,197 - -

国立研究開発法人情報
通信研究機構施設整備
費

国立研究開発法人情報通信研究
機構施設整備に必要な経費

108,000 - - - - 108,000 105,872 - 2,127

総合通信局 南極地域観測事業費 南極地域観測事業に必要な経費 1,472 - - - - 1,472 1,466 - 5 文部科学省所管から移替
                      1,472千円

(2)情報通信技術高度利活用の
推進

情報通信技術高度利活
用推進費

情報通信技術の利活用高度化に
必要な経費

10,098,509 2,578,356 - - - 12,676,865 8,128,370 4,025,237 523,256

沖縄振興推進調査費 沖縄振興推進調査に必要な経費 7,034 - - - - 7,034 6,480 - 554 内閣府所管から移替
                    7,034千円

総合通信局 情報通信技術高度利活
用等推進費

情報通信技術の利活用高度化に
必要な経費

36,614 - - - - 36,614 30,341 - 6,272

予備費使用額 流用等増△減額 予算決定後移替増△減額 歳出予算現額

総務本省

(1)情報通信技術の研究開発・標
準化の推進

総務本省 情報通信技術研究開発
推進費

項 備考

(1)適正な行政管理の実施

(2)行政評価等による行政制度・
運営の改善

支出済歳出額

(2)地域振興（地域力創造） 総務本省

差引額翌年度繰越額政策評価体系 組織

総務本省

事項 歳出予算額 前年度繰越額

(3)地方財源の確保と地方財政の
健全化



様式2

政策ごとの決算との対応について（個別表）　【一般会計】

(所管）総務省 （単位：千円）

予備費使用額 流用等増△減額 予算決定後移替増△減額 歳出予算現額項 備考支出済歳出額 差引額翌年度繰越額政策評価体系 組織 事項 歳出予算額 前年度繰越額

36,197 - - - - 36,197 34,522 - 1,675
(3)放送分野における利用環境の
整備

情報通信技術利用環境
整備費

情報通信技術の利用環境整備に
必要な経費

<7,242,906> の内数 <2,845,974> の内数 <-> の内数 <-> の内数 <-> の内数 <10,088,880> の内数 <6,941,452> の内数 <2,454,640> の内数 <692,787> の内数

沖縄振興推進調査費 沖縄振興推進調査に必要な経費 36,197 - - - - 36,197 34,522 - 1,675

- - - - - - - - -
総合通信局 情報通信技術高度利活

用等推進費
情報通信技術の利用環境整備に
必要な経費

<28,264> の内数 <-> の内数 <-> の内数 <-> の内数 <-> の内数 <28,264> の内数 <11,886> の内数 <10,206> の内数 <6,171> の内数

- - - - - - - - -
(4)情報通信技術利用環境の整
備

総務本省 情報通信技術利用環境
整備費

情報通信技術の利用環境整備に
必要な経費

<7,242,906> の内数 <2,845,974> の内数 <-> の内数 <-> の内数 <-> の内数 <10,088,880> の内数 <6,941,452> の内数 <2,454,640> の内数 <692,787> の内数

- - - - - - - - -
総合通信局 情報通信技術高度利活

用等推進費
情報通信技術の利用環境整備に
必要な経費

<28,264> の内数 <-> の内数 <-> の内数 <-> の内数 <-> の内数 <28,264> の内数 <11,886> の内数 <10,206> の内数 <6,171> の内数

電波利用料財源電波監視等の実
施に必要な経費

43,838,020 10,834,829 - - - 54,672,849 35,406,201 13,075,947 6,190,700

電波利用料財源電波利用技術の
研究開発等に必要な経費

12,194,255 - - - - 12,194,255 12,054,408 28,936 110,909

科学技術イノベーション
創造推進費

科学技術イノベーション創造推進
に必要な経費

1,950,000 - - - - 1,950,000 1,938,700 - 11,299 内閣府所管から移替
                 1,950,000千円

総合通信局 電波利用料財源電波監
視等実施費

電波利用料財源電波監視等の実
施に必要な経費

3,390,356 - - - - 3,390,356 2,991,660 41,926 356,769

(6)ＩＣＴ分野における国際戦略の
推進

総務本省 情報通信国際戦略推進
費

情報通信技術の国際戦略に必要
な経費

3,033,125 497,817 - - - 3,530,942 2,105,130 1,182,275 243,536

６ 郵政行政 426,676 - - - - 426,676 421,070 - 5,605

(1)郵政行政の推進 総務本省 郵政行政推進費 郵政行政の推進に必要な経費 426,676 - - - - 426,676 421,070 - 5,605
７ 国民生活と安心・安全 290,555,446 4,664,757 - - - 295,220,203 279,694,199 5,530,872 9,995,131

(1)一般戦災死没者追悼等の事
業の推進

総務本省 一般戦災死没者追悼等
事業費

一般戦災死没者の追悼等に必要
な経費

562,190 - - - - 562,190 510,561 - 51,628

文官等に対する恩給支給に必要な
経費

7,662,864 - - - - 7,662,864 7,339,314 - 323,549

旧軍人遺族等に対する恩給支給
に必要な経費

229,397,933 - - - - 229,397,933 221,515,501 - 7,882,431

恩給支給事務に必要な経費 1,016,757 - - - - 1,016,757 993,826 - 22,930
統計調査費 統計調査等の実施に必要な経費 28,934,223 1,535,659 - - - 30,469,882 28,718,378 872,464 879,039
独立行政法人統計セン
ター運営費

独立行政法人統計センター運営費
交付金に必要な経費

7,575,624 - - - - 7,575,624 7,575,624 - -

消防防災体制等の整備に必要な
経費

14,748,632 3,129,098 - - - 17,877,730 12,391,533 4,658,408 827,788

消防防災体制等の整備に係る技
術研究開発に必要な経費

617,782 - - - - 617,782 610,912 - 6,869

科学技術イノベーション
創造推進費

科学技術イノベーション創造推進
に必要な経費

39,441 - - - - 39,441 38,548 - 892 内閣府所管から移替
                     39,441千円

８ 58,332 - - - - 58,332 23,760 - 34,571

- - - - - - - - -
(1)公害紛争の処理 公害等調整委員会 公害等調整委員会 公害紛争処理等に必要な経費 <58,332> の内数 <-> の内数 <-> の内数 <-> の内数 <-> の内数 <58,332> の内数 <23,760> の内数 <-> の内数 <34,571> の内数

- - - - - - - - -
(2)土地利用の調整 公害等調整委員会 公害等調整委員会 公害紛争処理等に必要な経費 <58,332> の内数 <-> の内数 <-> の内数 <-> の内数 <-> の内数 <58,332> の内数 <23,760> の内数 <-> の内数 <34,571> の内数

16,498,487,733 48,225,594 - - - 16,546,713,327 16,474,934,515 45,352,600 26,426,210

（注） １．政策評価体系上の個別施策に関連付けられる計数のみを計上している。
２．下段<　>外書きは、複数政策にまたがる計数（例：施設整備費等）及び複数の施策にまたがると整理できる計数であり、総額の「内数」で掲記し、合計欄において本書きに含めている。

(5)電波利用料財源による電波監
視等の実施

総務本省 電波利用料財源電波監
視等実施費

総務本省

(2)恩給行政の推進 総務本省 恩給費

合　　　　　　　計

(3)公的統計の体系的な整備・提
供

総務本省

(4)消防防災体制の充実強化 消防庁 消防防災体制等整備費

公害等調整委員会の任務の遂行



様式3

政策ごとの決算との対応について（個別表）　【特別会計】

(所管）内閣府、総務省及び財務省　　（会計）交付税及び譲与税配付金特別会計 （単位：千円）

52,263,337,456 251,143,019 - - - - 52,514,480,475 51,544,572,941 568,228,081 401,679,452

地方財源の確保と地方財
政の健全化

地方交付税交付金 地方交付税交付金に必要な経費

16,539,573,207 - - - - - 16,539,573,207 16,118,081,469 421,491,738 -

東日本大震災復興に係る地方交付
税交付金に必要な経費

325,737,040 251,143,019 - - - - 576,880,059 430,143,716 146,736,343 -

地方特例交付金 地方特例交付金に必要な経費

154,400,000 - - - - - 154,400,000 154,400,000 - -

国債整理基金特別会計
へ繰入

国債整理基金特別会計へ繰入れに
必要な経費

32,583,924,609 - - - - - 32,583,924,609 32,191,075,010 - 392,849,598

分権型社会を担う地方税制
度の構築

地方譲与税譲与金 地方揮発油譲与税譲与金に必要な
経費

251,400,000 - - - 8,495,340 - 259,895,340 259,895,340 - -

石油ガス譲与税譲与金に必要な経
費

8,000,000 - - - 0 - 8,000,000 7,763,920 - 236,080

自動車重量譲与税譲与金に必要な
経費

267,500,000 - - - 1,397,419 - 268,897,419 268,897,419 - -

航空機燃料譲与税譲与金に必要な
経費

14,900,000 - - - 76,200 - 14,976,200 14,976,200 - -

特別とん譲与税譲与金に必要な経
費

12,500,000 - - - 336,059 - 12,836,059 12,836,058 - 0

地方法人特別譲与税譲与金に必要
な経費

2,105,400,000 - - - △ 10,305,018 - 2,095,094,982 2,086,503,809 - 8,591,173

地方道路譲与税譲与金に必要な経
費

2,600 - - - - - 2,600 0 - 2,599

52,263,337,456 251,143,019 - - - - 52,514,480,475 51,544,572,941 568,228,081 401,679,452

（注） １．政策評価体系上の個別施策に関連付けられる計数のみを計上している。
２．交付税及び譲与税配付金特別会計のうち、交通安全対策特別交付金に係る政策については、警察庁において公表。

地方行財政

歳出予算現額政策評価体系 項 事項 歳出予算額 支出済歳出額 翌年度繰越額 差引額 備考

合　　　　　　　計

前年度繰越額 予備費使用額
予算総則の規定
による経費増額

流用等増△減額 予算決定後移替増△減額



様式3

政策ごとの決算との対応について（個別表）　【特別会計】

(所管）国会、裁判所、会計検査院、内閣、内閣府、復興庁、総務省、法務省、外務省、財務省、文部科学省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省、国土交通省、環境省及び防衛省　　　　　　　　　　（会計）東日本大震災復興特別会計 （単位：千円）

325,214,836 - - - - - 325,214,836 325,214,836 - -

地方財源の確保と地方財
政の健全化

総務本省 地方交付税交付金 地方交付税交付金財源の交
付税及び譲与税配付金特別
会計へ繰入れに必要な経費

325,214,836 - - - - - 325,214,836 325,214,836 - -

89,295 231,106 - - - - 320,401 222,189 18,161 80,050

原子力災害復興再生支
援事業費

原子力災害からの復興再生
の支援に必要な経費

55,728 96,609 - - - - 152,337 149,842 - 2,495 復興庁所管から移替
             　　 55,728千円

生活基盤行政復興政策
費

情報通信技術の利活用高度
化に必要な経費

20,131 97,632 - - - - 117,763 42,203 7,918 67,641 復興庁所管から移替
           　　   20,131千円

情報通信技術利用環境の
整備

総務本省 生活基盤行政復興政策
費

情報通信技術の利用環境整
備に必要な経費

13,436 36,865 - - - - 50,301 30,144 10,243 9,914 復興庁所管から移替
                  13,436千円

1,560,397 920,286 - - - - 2,480,683 1,532,192 734,143 214,347

生活基盤行政復興政策
費

消防防災体制等の整備に必
要な経費

205,357 - - - - - 205,357 200,730 - 4,626 復興庁所管から移替
       　       205,357千円

生活基盤行政復興事業
費

消防防災体制等の整備に必
要な経費

1,355,040 920,286 - - - - 2,275,326 1,331,462 734,143 209,721 復興庁所管から移替
              1,355,040千円

326,864,528 1,151,392 - - - - 328,015,920 326,969,217 752,304 294,398

（注） １．政策評価体系上の個別施策に関連付けられる計数のみを計上している。
２．東日本大震災復興特別会計のうち、総務省所管分のみ掲記している。

地方行財政

情報通信（ＩＣＴ政策）

国民生活と安心・安全

予備費使用額
予算総則の規定
による経費増額

情報通信技術高度利活用
の推進

総務本省

予算決定後移替増△減額 歳出予算現額政策評価体系 組織 項 事項

合　　　　　　　計

翌年度繰越額 差引額 備考

消防防災体制の充実強化 消防庁

支出済歳出額歳出予算額 前年度繰越額 流用等増△減額
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